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未利用口座を対象とした 

「未利用口座管理手数料」及び「口座解約」の導入について 

 

北海道信用金庫は、長期間ご利用がない預金口座が不正利用されることによる被害を防止す

るため、令和４年９月１日（木）より、普通預金口座及び貯蓄預金口座について、「未利用口座

管理手数料」及び残高が同手数料に満たない場合の口座解約の取扱いを下記のとおり導入いた

します。 

長期間ご利用がない普通預金口座、貯蓄預金口座がございましたら、ご利用の再開をお願い

いたしますとともに、今後ご利用予定のない口座につきましては、金融犯罪防止の観点から、

ご解約をおすすめいたします。 

今後ともより一層のサービス向上に努めてまいりますので、何卒ご理解を賜りますようお願

い申し上げます。 
 

記 
 

１．未利用口座管理手数料及び口座解約のお取扱内容 

導入日 令和４年９月１日（木） 

 ※手数料のご負担は、令和７年４月以降を予定しております。 

対象口座 ・普通預金口座、無利息型普通預金口座 

※総合口座を含みます。 

・ブックレス普通預金口座、ブックレス無利息型普通預金口座 

・貯蓄預金口座 

対象条件 

（未利用口座と 

なる口座） 

令和４年９月１日以降、２年以上一度もお取引（お利息の入金、本件

手数料の引落しを除く入出金）がない対象口座 

※次のいずれかに該当する場合は対象外といたします。 

  ・対象口座の残高が１０，０００円以上の場合 

  ・対象口座をお持ちのお客さまが未成年の場合 

  ・対象口座がマル優の場合 

  ・対象口座のお取扱店において、融資取引（カードローン契約を

含みます。）がある場合 

・対象口座のお取扱店において、定期性預金、出資、国債、投資

信託、後見制度支援預金のお取引がある場合 

 ※紛失などによりご利用が停止されている口座も対象となります。 

未利用口座の

お取扱い 

（１）該当のお客さまには、当金庫へお届けいただいているご住所に、

事前に文書によりご案内いたします。 

    ※送付した文書が到着しなかった場合でも、通常到達すべき

時に到達したものとみなします。 
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（続き） 

未利用口座の

お取扱い 

 

（２）ご案内後、一定期間（３か月）を経過しても、お取引又はご解 

   約がない場合は、未利用口座管理手数料を引落しいたします。 

（３）残高不足により、本件手数料の引落しができなかった場合は、

残高全額を本手数料の一部として引き落とし、当該口座を自動

的に解約いたします。 

 ※お客さまの口座残高を超えた手数料のご負担はございません。 

 ※引落しいたしました手数料のご返却及び解約後の当該口座の再利 

用には応じかねますので、予めご了承ください。 

手数料金額 年間１，２００円（消費税別） 

 ※消費税込で年間１，３２０円（令和４年８月現在） 

 

２．未利用口座に関する特約規定の制定について 

  未利用口座管理手数料及び口座解約の導入に伴い、令和４年９月１日付で未利用口座に関

する特約規定を別添のとおり制定いたします。 

  なお、本特約規定は次の規定に適用いたします。 

（１）普通預金規定（無利息型普通預金を含みます。） 

（２）ブックレス普通預金規定（無利息型ブックレス普通預金を含みます。） 

（３）総合口座取引規定 

（４）貯蓄預金規定 

 

以 上 



 

 

【別添】 

未利用口座に関する特約規定 
 

１．(本特約規定を適用する規定) 

本特約規定は、別に定める次の規定（以下「規定」といいます。）に適用します。 

（１） 普通預金規定（無利息型普通預金を含みます。） 

（２） ブックレス普通預金規定（無利息型ブックレス普通預金を含みます。） 

（３） 総合口座取引規定 

（４） 貯蓄預金規定 

 

２．(未利用口座の範囲) 

（１） 普通預金口座（無利息型普通預金口座、ブックレス普通預金口座、無利息型ブックレス普通預

金口座、総合口座を含みます。）、貯蓄預金口座（以下「対象預金口座」といいます。）のうち、

最後にお預入れ、払戻し等による口座残高の異動（以下「お取引」といいます。なお、当該口座

にかかる預金利息の元本への組入れ及び本特約規定第３条で定める未利用口座管理手数料の引

落しは除きます。）があった日から２年以上、一度もお取引がない口座を未利用口座として取り

扱います。 

（２） 前項の口座のうち、通帳・印章等の喪失等によりご利用を停止している口座も未利用口座とし

て取り扱います。 

 

３．(未利用口座管理手数料) 

対象預金口座が未利用口座に該当する場合は、第５項各号に該当する場合を除き、次により未利用

口座管理手数料をいただきます。 

（１） 未利用口座にかかる、届出の氏名・住所に宛てて通知を発信します。なお、この通知が延着し、

又は到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

（２） 前項の通知から３か月間お取引がない場合は、当金庫所定の未利用口座管理手数料をいただき

ます。 

（３） 前項の未利用口座管理手数料は、払戻請求書等によらず当該口座から引落しできることとし、

引落しした当該手数料はご返却いたしません。また、未利用口座管理手数料をいただいた後もお

取引がなく、未利用口座に該当する場合は、翌年以降も同様の手続により未利用口座管理手数料

をいただきます。 

（４） 前項の引落し時において、未利用口座の残高が未利用口座管理手数料の金額に満たない場合 

は、当該口座残高を未利用口座管理手数料の一部としていただきます。 

（５） 第２項にかかわらず、次に該当する場合は、未利用口座管理手数料はいただきません。 

① 未利用口座の残高が１万円以上の場合 

② 未利用口座の名義人が未成年者の場合 

③ 未利用口座がマル優の場合 

④ 未利用口座の取引店と同一店舗において、ご融資のお取引（カードローンのご契約を含みま

す。）がある場合 

⑤ 未利用口座の取引店と同一店舗において、定期性預金、出資、国債のお取引（いずれも残高

がある場合のみとします。）がある場合 

⑥ 未利用口座の取引店と同一店舗において、投資信託、後見制度支援預金のお取引がある場合 



 

 

  

４．(未利用口座の解約) 

（１） 未利用口座の残高が０円となった場合は、預金者等に通知することなく、当該口座を解約でき

るものとします。 

（２） 前項による口座解約にかかる預金者等による手続は不要とします。 

（３） 第１項により解約した口座の再利用はできません。 

 

５．(規定の変更) 

（１） この規定の各条項その他の条件は、金融情勢その他諸般の状況の変化その他相当の事由がある

と認められる場合には、店頭表示、当金庫ホームページへの掲載による公表その他相当の方法で

周知することにより、変更できるものとします。 

（２） 前項の変更は、公表の際に定める適用開始日から適用するものとします。 

 

６．（適用条項） 

（１） 本特約規定に定めのない事項については、規定が適用されるものとします。 

（２） 本特約規定の条項と規定の条項が抵触する場合には、本特約規定の条項が優先して適用される

ものとします。 

 

以 上 

（2022年 9月 1日現在） 


